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エネルギー危機に対応した抜本的な省エネ・再エネ加速によるエ

ネルギー自給率向上を求める意見書 

 

 

大磯町議会会議規則第 13条第１項及び第２項の規定により、別紙のとおり提出します。 

 

  



エネルギー危機に対応した抜本的な省エネ・再エネ加速によるエ

ネルギー自給率向上を求める意見書 

 

現在、我が国のエネルギー自給率は、2024年度の資源エネルギー庁の「総合エネルギー

統計」によれば、約 16.4％と主要国の中でも極めて低い水準にあり、化石燃料の大部分を

海外に依存している。さらに、近年の国際情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の高騰によ

り、化石燃料の輸入額は、年間約 24～26兆円という巨額に達している。 

これは、日本の基幹・重要産業である自動車などの輸出額を上回る額であり、国民が稼

いだ「国富」がエネルギー代金として海外へ流出し続けるという、深刻な経済的・安全保

障的危機に直面している状況にある。また、エネルギー価格の高騰は、家計や地域経済の

基盤に深刻な影響を及ぼしており、エネルギー自給率の向上のための一刻も早い国家規模

での対策が不可欠となっている。 

こうした中、我が国がとるべき道は、国家として実効性と即効性のある大規模かつ体系

的な政策に集中投資すべきであり、消費量そのものを減らす「徹底した断熱・省エネ対策

の義務化」と、地域環境の保全や住民合意を大前提とした「国産エネルギーとしての再生

可能エネルギーの本格的な導入拡大」を国家の最優先課題として強力に進める必要がある。 

現在出力抑制されている再生可能エネルギーを有効活用するための時間帯電気料金の

普及を促進し、また、海外で普及が進んでいる小型太陽光発電の自家消費システム「プラ

グインソーラー」について、日本でも導入を促進するための法整備や環境づくりを早急に

進めることも重要である。 

よって、国においては、現下の深刻なエネルギー危機を根本的に乗り越え、国民生活の

安定と持続可能な社会の構築を図るため、日本のエネルギー自給率向上に向けた省エネル

ギーと再生可能エネルギーの導入を加速する政策を進めるよう要望する。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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